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（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」 

図表1-7-2 企業活動別のインターネットの活用状況
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図表1-7-1 消費者が接する情報量の推移

１「平成17年通信利用動向調査」によれば、85.6％の企業が自社のホームページを開設している

第 節 企業の新しい広告戦略
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1 広告活動におけるネットワーク活用
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1 インターネット広告の現状

2 インターネット広告
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図表1-7-3 インターネット広告費の推移

２電通「2005年日本の広告費」（http：//www.dentsu.co.jp/marketing/adex/adex2005/_media5.html#internet）
３同上
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2 インターネット広告事業者
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インターネット広告専業事業者 
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図表1-7-6 メディアレップとインターネット広告専業事業者

４サイバーエージェント、サイバー・コミュニケーションズ、セプテーニ及びまぐクリックの4社
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図表1-7-4 媒体別広告費（2005年）
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図表1-7-5 インターネット広告専業事業者の売上高
の合計の推移（大手4社の合計）
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インターネット広告は、インターネット利用者の

クリック数やクリック後の商品の購入の有無等を因

数として広告効果を数値で表すことができるため、

従来の広告と比べて広告効果を把握しやすく、広告

効果を高めるための手法が具体的に確立されつつあ

る。しかし、広告主である企業は一般的にこのよう

な手法に精通していないため、インターネット広告

を行う場合は、インターネット広告事業者、検索エ

ンジンマーケティング（SEM）会社等と取引を行う

ことが多い。

なお、インターネット広告を主な広告手段とする

ネット関連企業は、ここ数年、インターネット広告

事業者に対する出資額を増加させている。

広告主とインターネット広告事業者C O L U M N
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※　「ネット関連企業」（「総合広告会社」）の数値は、少なくとも一つのインターネッ
ト広告事業者に対して持ち株比率上位10位までに含まれる「ネット関連企業」（
「総合広告会社」）について、各インターネット広告事業者に対する出資額（上
位11位以下に含まれる場合は0）を合計し、全インターネット広告事業者の
時価総額合計で割った比率 

※　「上位10位までの大株主合計」の数値は、持ち株比率上位10位までの出資額の
合計を全インターネット広告事業者について足し合わせたものを、全インター
ネット広告事業者の時価総額合計で割った比率 

※　「各社の時価総額の合計」は、インターネット広告事業者各社の年度末の数値の
合計 

（％） （億円） 

図表　インターネット広告事業者に対する出資額
の推移（大手7社の合計）

５オプト、サイバーエージェント、サイバー・コミュニケーションズ、セプテーニ、デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム、まぐクリック
及びライブドアマーケティングの7社
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3 アフィリエイトとリコメンデーション

矢野経済研究所資料により作成 
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図表1-7-7 アフィリエイトサービス市場規模
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サイト名 運営企業名 サイト内容 

ゴルフダイジェスト・ 
オンライン 

アイスタイル 

ぐるなび 

エン・ジャパン 

ショウタイム 

ゴルフ関連ニュース・情報、ゴルフ用品販売、ゴルフ場予約 

女性向けコスメ情報 

グルメ情報 

新卒、転職、派遣等の求人情報 

エンタメ系映像コンテンツ 

ゴルフダイジェスト・ 
オンライン 

オールアバウト 
ビジネス・住宅・暮らし、パソコン・グルメ・旅行・健康等 
ジャンル別の専門家書き下ろし 

AllAbout

@cosme 

ぐるなび 

［en］ 

Showtime

（出典）みずほコーポレート銀行産業調査部「みずほ産業調査」（2006 No.1 19号） 

図表1-7-9 主要専門ポータルサイトの具体例

サイト名 運営企業名  利用者数（千）  利用頻度（回/人・月） 

ヤフー 

マイクロソフト 

楽天 

NTTレゾナント 

エキサイト 

24,228 

12,773 

12,447 

7,531 

5,541

17.0 

7.5 

6.3 

4.4 

4.2

リーチ（％） 

78.7 

41.5 

40.4 

24.5 

18.0

Yahoo! JAPAN 

MSN 

Infoseek 

goo 

Excite

（出典）みずほコーポレート銀行産業調査部「みずほ産業調査」（2006 No.1 19号） 

図表1-7-8 主要総合ポータルサイトの現状

3 ポータルサイト
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1 検索エンジンの概要

2 進化する検索システム

4 検索エンジン
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3 検索システムの広告への応用

図表1-7-10 検索結果を地図上に表示する検索エンジン

６初期のコンテンツ連動型広告では、対象媒体のウェブサイトの内容にできるだけ即した広告を表示させるべく、同ウェブサイトに対して全文検索
を行い、単語の出現数を基準として出現数の多い単語に関連する広告を表示するといった仕組みになっていた
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Googleは1998年、スタンフォード大学の博士課程に在籍していた2人の学生が、既存のロボット型検索

エンジンの問題解決等を目的として立ち上げた企業である。Googleは「世界中の情報を組織化し、誰でも

アクセス可能とすること」を掲げ、自前の検索エンジンをポータルサイトに供給することからビジネスを

開始した。現在のビジネス領域は、検索結果連動型広告、コンテンツ連動型広告の配信からウェブメール

サービス、地図情報提供サービスに至るまで、多岐にわたっている。同社の収入源の大半は広告収入であ

るが、売上高は急速に増加しており、2005年度には61億3,900万ドルに達している。

Googleは、ウェブをプラットフォームとしてすべてのサービスを提供しており、Web2.0企業の代表格と

なっている。ウェブをプラットフォームとすることで、将来、OSやブラウザ、パソコンや携帯電話といった

ソフトウェアやデバイスの違いは問われなくなる可能性がある。つまりGoogleが展開するウェブプラット

フォームビジネスでは、利用デバイスさえ携帯していれば、どこにいようと世界中の情報の中から必要な

情報にアクセスし、Googleの提供するアプリケーションを利用することができるようになる可能性がある。

Googleが業界や利用者に与えた影響は非常に大きく、「Google効果」とも呼ばれている。主な影響として

は、①ウェブベースでの無料のサービス・アプリケーションの提供、②データベースやAPIの公開、の2点

がある。

ソフトウェアの有料での購入が定着する中、ウェブベースで無料のサービスを提供するというモデルを

採り入れたGoogleの戦略は、Web2.0という新しい潮流を生み出す一つの契機となった。

データベースやAPIの公開も同様に業界へ浸透しており、規模を問わず多くの企業が追随している。その

結果、公開された様々な情報や技術を組み合わせることで、新たなサービスを生み出す「マッシュアップ」

が流行し、個性的な多くの新サービスが登場している。

Googleの概要

GoogleプラットフォームビジネスC O L U M N
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図表　売上高の推移


